年頭に寄せて
　平成２２年の新春を迎え、謹んでお慶び申し上げます。
　日本経済は今、大きな転換期を迎えております。御承知のとおり、一昨年秋以降の世界同時不況により、我が国製造業においても、生産が急速かつ大幅に減少しました。昨年は、在庫調整の進展等から生産が持ち直してまいりましたが、景気はなお自律性を欠き、円高や先行きの不透明感もあって雇用、設備投資等はなお厳しい状況が続いております。さらに、中長期的には、資源・環境制約の一層の高まり、少子高齢化に伴う国内市場の成熟化、中国をはじめとする新興国の発展に伴う国際競争の激化など、外部環境の構造的変化による課題が山積しております。
しかし、こうした変化をチャンスとして捉え、技術革新と優れたものづくり力を核として新たな成長戦略を構築し、国民一人一人が豊かさを実感できる経済発展を目指す必要があります。
こうした認識の下、私共、経済産業省製造産業局といたしましては、特に以下のような施策に注力してまいります。
第一に、「イノベーションによる次世代産業群の創出」を推進します。
我が国製造業の競争力の維持・強化のためには、次世代自動車、バイオ医薬品、次世代環境航空機、先進的宇宙システム、次世代ロボットなど世界的に大きな需要が見込まれる次世代製品・技術を創出することが重要になってきます。昨年は、1962～74年に製造されたYS-11以来、約半世紀ぶりの国産旅客機である三菱リージョナルジェットMRJが、海外から初の大量受注（100機。これにより累計は125機。）を受けるという喜ばしいニュースがございました。また、宇宙基本法に基づき初の国家戦略である宇宙基本計画が策定され、ますますの宇宙利用が期待されるようになりました。今後も、化学・非鉄等を始めとする素材・部材分野を含む我が国製造業の強みを活かしつつ、これらの産業が世界トップレベルの競争力を持つことができるよう支援してまいります。
第二に、「持続可能なものづくりの実現」を進めてまいります。
低炭素社会の実現は、我が国だけでなく世界全体が直面している課題です。環境と経済の両立のためには、イノベーションが鍵となります。このため、これまでの延長線上にない「革新的技術」を早期に実現すべく、環境調和型の製鉄プロセスの技術開発、更なる省エネ・低炭素化を図るセメント製造プロセスの基盤技術開発、植物由来原料への転換を図る化学製造プロセスの技術、革新的蓄電池材料のための評価基盤整備、ITS（高度道路交通システム）の実用化、低炭素化に貢献できる次世代レーザーによる革新的加工技術開発等を推し進めてまいります。
第三に、「安全・安心な経済社会の構築」を実現します。
経済が発展するためには、国民一人一人が安全に、安心して暮らせることが大前提であります。すでに、我が国は少子高齢化社会を迎えており、これからはますます医療・福祉へのニーズが高まると予測されます。そこで製造産業局といたしましては、介護分野等で人に接して支援するロボットに不可欠な対人安全技術の開発、国際標準化や革新的な創薬技術の開発等を推し進めてまいります。
また、近年、家庭における不慮の事故による死亡者数が増加傾向にある中で、特に子どもを安心して育てられる生活環境の整備は急務と言えます。事故防止対策を施した製品の開発普及は、国民の安全安心な暮らしを実現するだけでなく、我が国の産業競争力強化にも繋がるものであり、こうした安全対策に積極的に取り組むことは日本のものづくりのブランド化に向けても大変意義のあることです。製造産業局ではキッズデザインの推進を通じて、繰り返し起こる子どもの事故を予防するため、事故事例の詳細分析や情報提供、企業や業界団体の製品開発や業界標準の作成等を支援してまいります。
さらに、安全に、安心して化学物質を利用できるように、有害な化学物質の製造等の規制を行う化学物質審査規制法の改正を昨年行いました。こうした措置により、人体や環境へのリスクに応じて優先度をつけて規制を進め、化学物質を安全に活用し、私たちの生活を便利なものにしつつ、悪影響を最小化するという国際目標を達成できるよう、取り組んでまいります。
第四に、「生活文化関連産業の高付加価値化」を実現します。
我が国の洗練された文化や独特の感性、デザインが世界から注目を浴びる中、我が国発のトレンドを世界に向けて発信することは、日本製品全体の価値を高め、市場拡大や新たな成長をもたらしうるものであり、極めて重要です。
製造産業局では、我が国の繊維・ファッション文化を、世界に向けて発信する拠点として「日本ファッション・ウィーク（ＪＦＷ）」を開催しております。我が国の繊維・ファッション産業には、高品質のテキスタイル、優秀なクリエイター、そして、世界一高感度な消費者という多くの強みがあります。日本ファッション・ウィークや世界的に有力な国際見本市などの場を活用し、こうした我が国の強みを発信することで、我が国の繊維・ファッション産業などの生活関連産業の国際競争力が一層強化されると確信しています。
他にも、製造産業局では、模倣品・海賊版の拡散を防ぐＡＣＴＡ（模倣品・海賊版拡散防止条約）の早期妥結へ向けての交渉に対し、本年も積極的に取り組んでまいります。
加えて、上記の第一から第四の目標を着実に達成するため、製造産業局では、昨年秋より「次世代自動車戦略研究会」、「水ビジネス国際展開研究会」、「バイオ・イノベーション研究会」、「化学ビジョン研究会」、「今後の繊維・ファッション産業のあり方に関する研究会」という５つの研究会を立ち上げ、今後の成長が見込まれる産業分野について進むべき具体的な方向と戦略を検討しております。
例えば、バイオ・イノベーション研究会では、イノベーションの重要な担い手となるバイオベンチャーの育成策、研究開発能力をさらに向上させるための出口を見据えた技術開発戦略の構築、創薬の技術を支える周辺裾野産業の育成策等について議論を重ね、バイオ医薬品をはじめとする医薬品産業を発展拡大させるための方策を鋭意検討しております。
現下の経済情勢は決して容易ではありませんが、企業や国民の皆様の御意見に耳を傾け、将来のビジョンと戦略を共有し、連携してその実現に努力することにより、必ず建設的で明るい展望を開くことができるものと確信いたしております。
本年もそうした思いで、職員一同、最大限の努力を傾注してまいる所存であり、皆様の御理解と御協力をよろしくお願い申し上げます。
最後になりましたが、本年の皆様方の御健康と御多幸をお祈りいたしまして、私の新年のごあいさつとさせていただきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年元旦
製造産業局長　平工　奉文
